
 

１．実践研究 

 

ううつつ病病ななどど精精神神疾疾患患がが原原因因のの休休職職者者へへ復復職職時時にに必必要要なな 11日日のの活活動動量量のの検検証証  

～～歩歩数数とと朝朝ののオオンンラライインンフフィィッットトネネスス参参加加状状況況にに着着目目ししてて～～ 
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抄録 

【背景】うつ病は再発リスクが高く、復職支援が重要である。従来の薬物療法や心理療

法に加え、運動療法も注目されているが、適切な活動量のガイドラインは未確立である。

本研究は、オンラインフィットネスを通じて復職支援における活動量や生活リズムを明

らかにすることを目的とした。【方法】対象はうつ病等の精神障害を抱える 21～54 歳

の休職者 13 名が対象で運動許可を得た者とした。オンライン環境(zoom)で運動を実施

し、評価方法は POMS2、参加頻度、歩数記録、オンライン面談を用いた。【結果】13名

中、7名が復職を達成した。復職群の参加率は開始 1ヶ月間で 82.1％、復職前 1ヶ月間

で 83.3％だった。非復職群は開始 1ヶ月間で 82.8％、終了前 1ヶ月間で 62.6％と減少

した。復職群は POMS2の肯定的な変化が顕著だった。歩数に関しては復職群の開始 1ヶ

月間の 1日の平均歩数は 5,708歩、復職前 1ヶ月間は 4,995歩と復職時には減少してい

た。非復職群では POMS2に大きな変化は見られず、平均歩数の増加もわずかだった。対

象者の多くが生活リズムの確立や体調改善を評価した。【結論】本研究はオンラインフ

ィットネスがうつ病による休職者の復職支援に有効である可能性を示唆した。特に朝の

運動は生活リズムの確立や心理的改善に貢献し、参加率が復職可能性の評価に役立つこ

とが確認された。しかし対象者数が少なく、歩数管理に使用する機器の種類を統一する

必要がある等、さらなるサンプル数の拡大と標準化が求められる。 
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１．はじめに 

うつ病（Major Depressive Disorder）

は、世界中で最も一般的な精神疾患の一

つであり、個人の日常生活や生活の質に

大きな影響を与える（WHO, 2023）。うつ病

に罹患した人々は、持続的な抑うつ気分、

疲労感、不安感、興味や喜びの喪失、不眠、

集中力の低下といった症状を抱え、仕事

への従事が著しく困難になることがある

（WHO, 2023）。その結果、うつ病を原因と

する休職者は少なくない。しかし、うつ病

による休職から復職した場合でも再発の

リスクは高い。うつ病が原因で休職し、そ

の後復職した人の約 47％が再発を経験し

ており、再発後の休職期間は初回の休職

期間よりも長くなる傾向がある (横山，

2016)。 

 精神疾患の予防に関して、精神疾患の

きっかけとなり得る個人のストレスに対

する対処能力の向上を目的とする一次予

防や、職域における精神疾患の早期発見・

介入を目的にスクリーニングや従業員支

援プログラム（ Employee Assistance 

Program）などを提供するものがある。こ

の「職場復帰支援」は、三次予防と言われ

る。この活動は、主に「心の健康問題によ

り休業した労働者の職場復帰支援の手引

き（厚生労働省，2009）」に基づいて行わ

れている。病気休業中のケア、職場復帰可

否の判断と支援プランの作成、事業場外

資源による復職支援プログラム、復職後

のフォローアップ、心理的支援について

記述されているが、筆者たちは中でも職

場復帰可否判断に着眼した。業務内容に

よるが、従来の 7 から８割の回復が見込

まれた時点で職場復帰支援プランの作成

に移行する。回復の程度として評価され

るのが業務遂行能力だが、具体的な評価

項目には睡眠覚醒リズム、日中の眠気、注

意・集中力、安全な通勤の可否、作業の疲

労回復具合（軽度な運動など）が評価され

る。 

 現在、うつ病患者の治療として主に用

いられているのは、 SSRI（ Selective 

Serotonin Reuptake Inhibitor：選択的

セロトニン再取り込み阻害薬）、SNRI

（ Serotonin Noradrenaline Reuptake 

Inhibitor: セロトニン・ノルアドレナリ

ン 再 取 り 込 み 阻 害 薬 ）、 NaSSA

（ Noradrenergic and Specific 

Serotonergic Antidepressant: ノルア

ドレナリン作動性・特異的セロトニン作

動性抗うつ薬）を中心とした薬物療法、認

知行動療法をはじめとした心理療法であ

る。これらのアプローチは、治療法として

すでに確立されている。運動療法は、未だ

治療法として正式には確立していないも

のの、治療の補助、或いは非薬物療法とし

て、近年注目されている。特に前述の通り、

職場復職支援プランへの作成移行の基準

にも運動や体を動かすことに関連した項

目が見受けられる。 

運動療法は、抑うつ症状の緩和、認知機

能の改善、全体的な健康状態の向上に寄

与することが知られており、特に強度を

高めた際に効果も高めるといわれている

（Michel et al., 2024）。しかし、うつ

病治療、或いは復職支援といった文脈に

おける適用例は非常に限られている。多

くの研究が運動の抗うつ効果を示唆して

いるものの、対象患者や方法論の違いか

ら結果が一貫しない場合もある。例えば
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西多（2018）は、質の高い研究において運

動が抗うつ効果を持つことを示しつつも、

治療法として確立されていないため、有

効性の慎重な評価が必要であると指摘し

ている。 

また東京都医学総合研究所（2023）によ

る研究においては、運動がうつ病の改善

に有用であるとしつつも、研究デザイン

に偏りがあるため、所見の信頼性は低い

と報告している。 

運動療法のうつ病治療や復職支援への

適用例はまだ限定的であり、今後の研究

が必要とされている。  

さらに、産業医や主治医がうつ病によ

る休職者に推奨するべき 1 日の活動量、

特に歩数に関するガイドラインは確立さ

れていない。「健康日本 21」では、20～64

歳の男女に対して 1 日 8,000 歩という歩

数の目標値を掲げている（厚生労働

省,2024）。しかし、体力が低下している可

能性が高い休職者に対してこの指標を適

用することは適切ではないと考えられる。 

本研究では、生活リズムや心身の調子

を整えることを目的として、オンライン

形式で朝定時に運動を実施し、その参加

率とともに 1日の歩数を計測することで、

復職前の状態を把握する試みを行った。

そして、休職者の復職に必要とされる 1日

の活動量や生活リズムの確立状況を明ら

かにすることを目的とした。本研究の成

果は、運動療法を取り入れた包括的な復

職支援システムの構築に寄与することが

期待される。 

 

 

 

２．方法 

(１)対象 

うつ病等の精神障害を理由に職場を休

職している労働者のうち、職場復帰の意

欲があり、精神科主治医から運動プログ

ラムへの参加許可が得られた者 21～54歳

（38.5± 9.3歳）を計 13名、内男性 4名、

女性 9 名を対象とした。またオンライン

環境(zoom)での運動を問題なく実施でき

る者を対象とした。 

(２) 対象者の募集方法について 

都内の精神科医療機関に定期通院して

いる患者を対象に募集した。クリニック

の主治医（産業医として職場の健康管理

に従事している精神科医）からの勧めに

よる他、待合室に対象者を募集するリー

フレットやデモンストレーションの動画

等を作成し、主治医への患者の自発的な

申し出を経て登録を行った。また希望者

に対しては体験の機会も設け、なるべく

参加のハードルを下げるよう工夫した。 

 

※デモンストレーション動画 

https://youtu.be/KnSO45EDi1s 

 

 

 

 

 

 

 

（３）調査期間、場所 

 オンラインフィットネスの実施期間は

2024年 7月 1日～2024年 12月 27日まで

（祝日を省く）とし、その後面談やアンケ

ート調査は 2025年 1月末までとした。開
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（３）調査期間、場所 

 オンラインフィットネスの実施期間は

2024年 7月 1日～2024年 12月 27日まで

（祝日を省く）とし、その後面談やアンケ

ート調査は 2025年 1月末までとした。開

 

始時期や参加期間は、個人によって期間

内で異なる。オンラインフィットネスは

zoom を使用し、対象者は自宅からの参加

とした。 

(４)評価項目 

 下記 4つの項目を評価項目とした。 

１)POMS2（Profile of Mood States 2nd 

Edition）（成人用・短縮版）を用いた質問

紙法検査 

レッスン参加前にベースラインデータ

の測定を行った。その後、1ヶ月経過後及

び、復職前のタイミングで実施した。 

２)オンラインフィットネス参加頻度 

参加状況は、遅刻および欠席を含めて

観測した。これは、決められた時間までに

起床し、定期的にオンラインフィットネ

スへ参加するという生活リズムの確立度

を評価するための指標とした。 

プランは 2 種類用意し、週 3 回（月・

水・金）と週 5回（平日）とした。各対象

者の体調や希望に応じて適切なプランを

選択し、実施した。 

予定の参加回数と実際の参加回数を比

較し、参加時 1 ヶ月間と復職前の 1 ヶ月

間の参加率を確認した。復職まで 2 ヶ月

未満だった場合は参加期間を 2 分し、参

加時に近い前半と復職に近い後半という

分け方をした。 

欠席連絡に関しては可能であればオン

ラインフィットネス開始前に、難しけれ

ば開始後でも送るように対象者に伝えた。

通院や私用などで欠席の場合は予定の参

加回数からは除外した。 

３)1日の歩数 

歩数の管理には、株式会社アイオーフ

ィットよりレンタルしたスマートウォッ

チ「４Gらくらくウォッチ」を使用し、ス

マートウォッチを持っていない対象者に

は貸し出しを行った。管理者側はクラウ

ドを通じて歩数を正確に確認することが

可能となり、歩数データを継続的に観測・

記録した。この手法により、対象者の日常

における身体活動量を定量的に評価する

ことを目的とした。 

４)研究代表者とのオンライン面談 

オンライン面談は、オンラインフィッ

トネス参加前、開始後 1 ヶ月ごと、およ

び復職前またはプログラム終了時に、

zoomを使用して 30～60分程度実施した。

面談では、主に朝のオンラインフィット

ネスに対する感想、生活リズムの変化お

よび安定性、食事内容およびその他の日

常生活における活動量、復職に向けた本

人が感じる課題および懸念といった内容

を聞き取り調査した。この面談によって

得られた情報は、対象者のプログラム参

加に伴う変化や復職に向けた準備状況を

評価するための定性的データとして活用

した。 

また本研究では対象者数が少数であっ

たため、統計的検定は実施せず、記述的な

分析にとどめた。 

(５)朝のオンラインフィットネスについ

て 

１)流れについて 

実施した流れを表１に示した。セッシ

ョン終了時には、zoom 退室前に「ネクス

トアクション」として、オンラインフィッ

トネス後に取り組む活動を対象者に入力

させることで、次の行動への動機づけを

図った。 
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表１ オンラインフィットネスの流れ 

 

表２ 月毎のテーマ 

 

２)テーマについて 

季節性も踏まえ、表２のように設定し

た。復職前に、デスクワークの方が多く抱

える体の悩みの解消や自律神経の働きを

整えられるような内容にした。それによ

り働くための心身の土台を整えることを

目的とした。 

 

 

(６)倫理面への配慮 

 個人情報の適切な管理においては、「個

人情報の保護に関する法律」等の法令、そ

の他の規則を順守し、個人情報にはパス

ワードをかけて保管するなど、最大限の

注意を払うものとした。運動プログラム

への参加に関しては、個人の自由意思で 

 

 

 

 

 

行われるものであり、参加を拒んでも治

療上の不利益を被らないことを対象者に

対して十分に説明し、個別に参加同意を

書面にて取得するものとした。また、プロ

グラム中であっても、参加同意は、いつで

も不利益なく取り下げられることも説明 

し、書面に明示した。 

 

３．結果 

(１)復職結果 

対象者 13名のうち、7名（男性 2名、

女性 5名）が期間内に復職を達成した。4

名（男性 2 名、女性 2 名）は期間内には

復職できず、2名は途中でプログラム参加

を中止した。 
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表１ オンラインフィットネスの流れ 
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目的とした。 
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の他の規則を順守し、個人情報にはパス

ワードをかけて保管するなど、最大限の

注意を払うものとした。運動プログラム

への参加に関しては、個人の自由意思で 

 

 

 

 

 

行われるものであり、参加を拒んでも治

療上の不利益を被らないことを対象者に

対して十分に説明し、個別に参加同意を

書面にて取得するものとした。また、プロ

グラム中であっても、参加同意は、いつで

も不利益なく取り下げられることも説明 

し、書面に明示した。 

 

３．結果 

(１)復職結果 

対象者 13名のうち、7名（男性 2名、

女性 5名）が期間内に復職を達成した。4

名（男性 2 名、女性 2 名）は期間内には

復職できず、2名は途中でプログラム参加

を中止した。 

 

(２)オンラインフィットネス参加プラン 

と復職率 

参加プランは継続参加した 11名のうち、

週 3回 (月・水・金) 参加予定の者が 8

名、週 5回 (平日) 参加予定の者が 3名

であった。週 5 回参加した者のうち復職

群は 2 名、週 3 回参加した者のうち復職

群は 5名だった。 

(３)参加期間 

復職群が平均 62.6日、非復職群が平均

74.8 日となった。非復職群はレッスン参

加開始日が 7月 1名、11月 2名、12月 1

名であった。また非復職群の 4 名全員が

最後のレッスンである 12 月 27 日まで参

加し、うち 3名は 2025年 1月から 3月ま

で火曜日と木曜日の週 2 回のオンライン

フィットネスに自費で参加した。 

(４)朝のオンラインフィットネスの参加

率 

復職群の参加開始 1 ヶ月間もしくは前

半における参加率は 82.1％であった。復

職 1 ヶ月前もしくは後半の参加率は

83.3％とわずかに高い結果となった。 

復職群の中でも 2 ヶ月未満で復職した

者の前半の参加率は 95.8％、後半の参加

率は 98.4％となった。 

非復職群の開始 1 ヶ月間の参加率は

82.8％であった。終了前 1 ヶ月間の参加

率は 62.6％という開始時よりも低い結果

となった。 

(５)POMS2結果 

復職群の開始時と復職時、および非復

職群の開始時と終了時における POMS2 を

用いた心理評価結果を図 1に示した。「怒

り－敵意」「混乱－当惑」「抑うつ－落込み」

「疲労－無気力」「緊張－不安」の数値は

数値が高いほどネガティブな気分状態を

表す。非復職群に比べ復職群の方が 5 項

目のうち 4 項目の変化率が高い結果とな

った。 
「活気－活力」「友好」の尺度はポジテ

ィブな気分状態を示すため、数値が高い

ほど肯定的な状態を示す。復職群では開

始時と比較して肯定的な変化がより顕著

に示された。 
(６)歩数の比較 

復職群の参加開始 1 ヶ月間もしくは前

半の 1 日の平均歩数は 5,708 歩、復職前

1 ヶ月間もしくは後半の 1 日の歩数の平

均は 4,995歩であった。 

非復職群のレッスン参加後 1 ヶ月間の

1日の平均歩数は 3,372歩、終了前 1ヶ月

間の 1日の平均歩数は 4,342歩であった。 

しかし、スマートウォッチの種類によ

って 1 歩のカウント方法が違うことが確

認された。レンタルしたものは、歩数に関

しては加速度センサーから計算されてい

る。すなわち、歩く速度が速い場合は 10

歩、遅い場合は 20歩連続カウントされる

と歩数としてカウントされる。室内にお

ける断続的な歩行はカウントされない。

具体的には、室内を動き回った場合には

歩数はカウントされるが、狭いところを

少し動いただけでは歩数はカウントされ

ない。対象者の私物の機種とは違うカウ

ントの仕方となっており、対象者間で統

一した歩数を確認することができなかっ

た。 
またスマートウォッチの不備で歩数が

測定できない期間もあった。 
(７)面談結果 

 結果を表 3に示した。 
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図 1 POMS2結果の比較  
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図 1 POMS2結果の比較  

 

 表３ 面談結果 

 
(８)主治医の所見 

今回のオンラインフィットネスを通じ 
て、主治医の立場からは、以下の診療上の

メリットが挙げられた。 

１)患者の病状の的確な把握 

週 5 日ないし週 3 日のオンラインフィッ

トネスへの出席状況や、参加時の疲労状

況などを継続的にモニタリングすること

で、定量的な病状把握を行いやすくなっ

た。また、患者自身が、「先週よりも起床

がスムーズだった」、「少し体力がついて

きた気がする」など、オンラインフィット

ネスに参加することで、自らの病状を主

治医に具体的に説明する材料となった。

毎週、継続的な取組みを行うことで、自ら

の変化に気付き、それを患者自らの言葉

で表現しやすくなることで、病状の予定

的確な把握が可能となった。 

２)自分で自らの精神障害を克服してい

る感覚の醸成 

 現在の治療の主流である、精神療法と

薬物療法の組み合せで復職に至った患者

と比較し、オンラインフィットネスを取

り入れた患者の方が、自らの努力で精神

障害を克服したという感覚を抱いた。こ

れにより、自己効力感といった、自己に対 

 

 
するポジティブな感情が高まり、職場復

帰後の再発予防にも資する可能性が示唆

された。 
３)マインドフルネスや認知行動療法な

どの心理的技法との親和性 
 「オンラインフィットネスの時だけは、

その時間に集中することができた」、「毎

朝、自分のからだと対話が出来た気がす

る」と話す患者もおり、「今、ここ」に意

識を集中する技法であるマインドフルネ

スに近い効果を得られる可能性も示され

た。また、「朝起きて、気分が優れない日

でも、まずは身体を動かしてみると気分

が軽くなっていった」といった参加者の

コメントもあり、精神科の診療場面でも

頻繁に用いられる認知行動療法などとの

親和性も示唆された。 
(９)中止者の状況 

本研究の対象者のうち、2名はプログラ

ム参加を中止した。1名は朝のオンライン

フィットネスに 7 月 1 日から参加したも

のの、8月には体調不良や帰省が重なり欠

席が続いた。不参加が続くことに対する

対象者の心理的負担が大きく、主治医と

の相談により 9 月末で参加を中止した。

もう 1 名は引っ越しや環境の変化により
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参加が困難となり、途中で中止を選択し

た。 

 

４．考察 

本研究は、うつ病などの精神疾患によ

って休職している労働者に対し、オンラ

インフィットネスの参加状況と 1 日の活

動量（歩数）の観点から、復職に必要な要

素を検討することを目的とした。特に、朝

のオンラインフィットネスが参加者の生

活リズムや身体的・心理的状態に与える

影響について評価を行った。対象者は 13

名で一定の結論を導くには少ない。しか

し少なくとも、朝のオンラインフィット

ネスなどの運動が復職に関してどのよう

な効果をもたらす可能性があるのかは調

査することができた。 

(１)朝のオンラインフィットネスの有効

性 

本研究の結果は、オンラインフィット

ネスは、対象者の生活リズムおよび心身

の状態の改善に一定の効果をもたらす可

能性を示唆している。復職群では、心理的

指標である「活気－活力」や「友好」のス

コアが向上しており、特に「友好」の改善

は、他者と関わる機会が増えることで得

られた社会的サポートの効果を反映して

いる可能性がある。1人暮らしの休職者が

他者と関わるきっかけにもなったという

ことも考えられる。非復職群では、「友好」

のスコアが悪化する結果となった。これ

は最初の期待感は高いが、その後その他

の対象者と自分を比較してしまい点数が

悪化した可能性がある。 

またオンラインフィットネスに対する

参加の動機として「運動を一人で行うよ

りも、参加型で行いたい」という声があり、

「朝のルーティン」が整うことが対象者

にとって大きなメリットと感じられたよ

うであった。特に朝の時間帯に定期的な

運動を行うことで、生活リズムが整いや

すく、復職に向けた精神的な準備が進む

可能性が考えられる。運動内容もセルフ

マッサージやストレッチなどの低強度の

活動に限定することで、無理なく参加を

継続できた点が参加者の高い評価につな

がったと考えられる。 

(２)朝のオンラインフィットネスの参加

率と歩数の評価と復職の関連性 

復職群の中でも 2 ヶ月未満で復職した

者の参加率は開始後から復職前まで常に

高い傾向が見られた。ほとんど欠席がな

く、参加率は常に 95％以上となった。 

それと比較し、非復職群はレッスン開始

後よりも終了に近い日の方が参加率が低

く、尻すぼみのようになった。 

歩数と復職率に関しては、復職群のほ

うが参加時から歩数が多かった。復職群

は復職前の方が歩数の減少がみられ、非

復職群は終了前の方が歩数の増加がみら

れた。復職が近づいてくると働く時に近

い生活ができているかが重要になってく

るため、デスクワーク等で座っている時

間が長くなり、活動量が落ちた可能性が

ある。産業医によれば、本来会社の近くま

で行って作業を行い、活動量を確保でき

ればよいのだが、コロナ後にリモートワ

ークが増えたことから、そういった指導

をすることが減ったという。また今回の

復職群では 7 名中 2 名が最初はリモート

ワークでの復職であり、どのように職場

復帰するかも重要な点となる。 
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歩数の評価に関しては、厚生労働省

（2024）が目標とする 1 日 8,000 歩と比

較し、開始前の段階で両群ともに約 2,300

～4,500歩の差があった。運動習慣がある

者は本研究に参加せずとも自ら運動を取

り入れることができるが、本研究の対象

者はもともと運動習慣がない者が興味を

持ち、参加対象になっていた可能性が高

い。これらは本研究の対象者の特徴とし

て考えられ、参加時の運動量が低い場合

や運動に対して苦手意識がある場合でも、

オンラインフィットネスに参加すること

で復職に向けた生活リズムや体力作りに

つながる可能性がある。 

(３)休職者の意向と職場環境の調整の必

要性 

本研究において、一部の対象者は休職

期限や傷病手当金の残り期間、生活費の

確保などにより復職を急がざるを得ない

状況もあった。また職場の意向もあり、休

職者の体調を最優先して復職期日を決め

ていくことは難しいと感じる場面もあっ

た。このような点を踏まえれば、本人や職

場関係者の意識改革が必要であるといえ

る。継続的に心身ともに健康的に働くた

めには、休職者の体調や回復具合を優先

事項とする考えを広めていく必要性があ

る。 

その回復具合を確認するために、今回

のような朝のオンラインフィットネスの

参加率や歩数の計測は有効に活用ができ

る。 

(４)健康運動指導士の活動機会の拡大 

本研究では、福岡県と静岡県在住のト

レーナーによってオンラインフィットネ

スが提供された。オンライン形式の利便

性により、移動時間を要することなく継

続的な指導が可能であり、トレーナーの

活動の幅を広げる新たな可能性を示唆し

た。今後、健康運動指導士がオンラインフ

ィットネスの指導者として活躍する機会

がさらに増加することが期待される。 

(５)今後の課題 

本研究は対象者が少なく検証結果を確立

するにあたって十分なサンプルサイズでは

なかった。歩数の比較においてはスマート

ウォッチの種類が対象者間で異なっていた

ため、種類を統一し、歩数を比較する必要性

がある。 

また非復職群の「友好」のスコアの悪化

から、第 1 段階の「生活リズムを作る段

階」と第 2 段階の「職場復帰まで意識で

きる段階」に分け実施することも今後の

課題としたい。今回は 9 時始業のイメー

ジで朝のオンラインフィットネスは 9 時

からとしたが、出社を考えると 8 時には

開始したいという意見が対象者や産業医

からあった。 

復職はまだ早い方やまずは生活リズム

を整えたい方は 9 時開始、復職を意識す

る段階になった場合は 8 時開始と 2 段構

えで実施をし、変化をみていきたい。8時

開始の場合は 1～2ヶ月限定とし、参加期

間のみが伸びないようにも設計したい。 

本研究の指標を復職支援として企業へ

提供するのであれば、休職者に対し、決め

られた期間内で 8 時開始のプランへの参

加を求め、その参加報告書を企業へ提出

する必要があるだろう。そしてそれらが

復職可否の判断材料となるか、という点

においても研究の余地がある。 
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５．結論 

 本研究の結果は、オンラインフィット

ネスがうつ病等の精神疾患による休職者

の復職支援において有効な手段である可

能性を示唆している。特に参加率を活用

することで、復職可能性の評価を客観的

に行う方法の確立に貢献することが期待

される。今後の研究では、対象者を増やし、

長期的な追跡調査を行うことで、さらな

る知見を得ることが求められる。 
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